
◆資料1◆ 　都道府県における生涯学習審議会等の設置状況

設置の
有無

設置年度
(生涯学習審議会の

代替組織名)
最近（5年程度）の答申

1 北海道 有 平成3年度

第11期（平成24年3月21日～平成26年3月20日）「今後の北海道の生涯学習推進について」（提言）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成26年2月＞
第12期（平成26年5月1日～平成28年4月30日）「今後の本道における生涯学習推進状況の評価の
在り方について」（審議のまとめ）＜平成28年3月＞

2 青森県 有 平成4年度

「学校・家庭・地域が一体となって教育に取り組む社会を構築するための方策について～学校と地
域の連携のあり方を中心として～」－第9期青森県生涯学習審議会提言－＜平成22年7月＞
「県が実施する生涯学習・社会教育施策に対する意見について」－第10期青森県生涯学習審議会
報告書－＜平成24年8月＞
「学びと社会参加を通した人財育成の方策について～「学びの種」を拾う～」－第11期青森県生涯
学習審議会報告－＜平成26年8月＞

3 岩手県 有 平成4年度

「21世紀を展望した本県における生涯学習の振興方策について」（答申）＜平成13年11月22日＞
「本県における今後の生涯学習の振興方策について」＜平成17年3月＞
「本県における生涯学習の振興方策に対する意見について」＜平成18年3月15日＞
「今、求められている学校・家庭・地域住民等の連携・協力の在り方について」（提言）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成22年2月8日＞
「本県における家庭教育支援の在り方に関する提言」＜平成24年6月＞
「本県における社会教育の今日的役割に関する提言」＜平成28年3月＞

4 宮城県 有 平成5年度
震災からの復興にむけた生涯学習活動推進のあり方【意見書】＜平成24年9月19日＞
「第三次みやぎ子ども読書活動推進計画について」（答申）＜平成26年3月31日＞

5 秋田県 有 平成6年度
「生涯学習推進に向けた組織等の在り方について」（提言）＜平成22年7月30日＞
「『秋田県生涯学習ビジョン』について」・「今後の生涯学習施設の在り方について～市町村生涯学
習施設の在り方及び県からの支援について～」（答申）＜平成24年3月＞

6 山形県 有
平成28年度

（社会教育委員の会議）

「山形県立青少年教育施設のあり方」（報告）＜平成20年3月＞
「社会全体の教育力の向上に向けた学校・家庭・地域の連携のあり方」（報告）＜平成22年2月＞
「第4次山形県生涯学習振興計画」＜平成25年3月＞

7 福島県 有 平成3年度

「福島県生涯学習基本計画」について（諮問）＜平成21年2月13日＞
「福島県生涯学習基本計画」の策定について（答申）＜平成22年2月15日＞
「福島県生涯学習基本計画（改定）」について（諮問）＜平成24年7月31日＞
「福島県生涯学習基本計画（改定案）」の策定について（答申）＜平成25年2月14日＞

8 茨城県 有 平成4年度

「第4次茨城県生涯学習推進計画の策定に向けて」＜平成22年7月31日＞
「『社会の要請』と『個人の要望』のバランスを踏まえた生涯学習の振興方策について（報告）」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成24年6月＞
「新たな生涯学習推進のための施策について（報告）」＜平成26年10月＞

9 栃木県 有 平成4年度
「生涯学習によるとちぎ県民の『絆』づくりを進めるために」（報告）＜平成25年3月＞
｢今後の社会の変化に対応した県民の学習活動の支援の在り方について～自立・協働・愛着の視
点による生涯学習の振興～｣（答申）＜平成27年3月＞

10 群馬県 有
平成5年度

（現在休止中）
「21世紀を見通した本県生涯学習の基本的な振興方策について」（答申）＜平成8年1月＞

11 埼玉県 有 平成3年度

地域の力の再構築を目指した生涯学習の推進（建議）＜平成21年3月＞
学びの成果が地域づくりに生きる生涯学習社会の実現を目指して（建議）＜平成23年5月＞
埼玉県の生涯学習の推進方策について（答申）＜平成25年3月＞
みんなでつくる生涯学習社会を目指して（建議）＜平成27年6月＞

12 千葉県 有 平成3年度
「千葉県子どもの読書活動推進計画」（審議のまとめ）＜平成21年10月20日＞
「（仮称）千葉県立図書館の今後の在り方」（審議のまとめ）＜平成23年11月10日＞
「千葉県子どもの読書活動推進計画（第三次）」（審議のまとめ）＜平成27年2月4日＞

13 東京都 有 平成4年度
今後の教育環境の変化に対応した地域教育の推進方策について－地域教育プラットフォーム構想
の新たな展開－（建議）＜平成28年2月＞

14 神奈川県 有 平成4年度

「求められる家庭教育支援のあり方について考える」（報告）＜平成22年6月＞
「図書館や博物館などの生涯学習拠点としての可能性について考える～「知の循環」による神奈川
の生涯学習のあり方～」（報告）＜平成24年6月＞
「体験活動を重視した放課後の子どもの居場所づくり」のための社会教育施設等地域の教育資源
の活用について」（答申）＜平成26年6月＞

15 新潟県 有 平成4年度
「第2次新潟県生涯学習推進プランの実現に向けた『学習の成果を地域で生かすための方策』につ
いて」（審議のまとめ）＜平成23年3月9日＞
「第2次新潟県生涯学習推進プランの改定について」（答申）＜平成25年8月28日＞

16 富山県 有 平成3年度
「本県における今後の生涯学習のあり方について」＜平成21年10月＞
「本県における生涯学習・社会教育について」＜平成27年3月＞

17 石川県 有 平成10年度

「石川の教育振興基本計画」中間まとめについて＜平成22年10月4日＞
「石川の教育振興基本計画」（最終案）について＜平成23年1月13日＞
「第2期石川の教育振興基本計画」中間まとめについて＜平成27年11月4日＞
「第2期石川の教育振興基本計画」（最終案）について＜平成28年1月18日＞

18 福井県 無 (社会教育委員の会議) 「福井県教育振興基本計画」＜平成23年9月＞

19 山梨県 有 平成6年度 「高度情報化時代における生涯学習推進体制について」（提言）＜平成16年11月＞

20 長野県 有 平成3年度

「新しい時代にふさわしい長野県の生涯学習振興のあり方について」（答申）＜平成21年10月＞
　・社会の変化に対応した生涯学習の基盤づくりと多様な学習機会の活発化を図る
　・学校・家庭・地域が連携して家庭・地域の教育力の向上に取り組む
　・地域課題を学び、課題解決に向けて住民が主体となった地域活動を推進する

都道府県・指定都
市名
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21 岐阜県 有 平成7年度
「岐阜県における新しい生涯学習振興指針について」（答申）＜平成19年2月10日＞
「新しい岐阜県生涯学習振興指針の策定について」（答申）＜平成24年2月23日＞

22 静岡県 有 平成5年度
「有徳の人」を育む生涯学習社会－これからの静岡県における教育施策の方向性について－（答
申）（第8期）＜平成25年7月10日＞

23 愛知県 有 平成5年度
「愛知県生涯学習推進計画について」＜平成25年3月＞
「超高齢社会に対応した生涯学習の在り方について」＜平成28年2月＞

24 三重県 有

平成10年度
（現在休止中）

第3次三重県生涯学習振興基
本計画に関する有識者会議

（平成22年度）

第3次三重県生涯学習振興基本計画に関する有識者会議からの提言＜平成23年2月21日＞
　・学校・家庭・地域の連携方策について
　・学習成果の活用について
　・県立の文化・生涯学習施設のあり方について

25 滋賀県 無 (社会教育委員会議)

「家庭教育・地域の教育力を高める方策について」（答申）＜平成20年3月＞
「住民同士が学びあい、住民相互が支えあう地域のきずなづくり」（提言）＜平成22年3月＞
「学校を中心とした地域連携による生涯学習の環境づくりについて　～「まなぶ　いかす　つながる」
地域づくりの可能性～」（報告）＜平成24年3月＞
「学校と地域の持続可能な連携方策について」（答申）＜平成26年3月＞
「すべての人が「共に育つ」地域社会を求めて　～ 「(仮称)滋賀の生涯学習社会づくりに関する基本
的な考え方」への提言 ～」(提言）＜平成28年1月＞

26 京都府 有 平成2年度

「生涯学習推進体制の整備について」（提言）＜平成12年2月22日＞
　・生涯学習関係機関・団体の連携強化（情報の共有化と蓄積）
　・生涯学習推進のための中核的組織の整備（「京都生涯学習推進ネットワーク」設立）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成14年11月25日＞
　・生涯学習拠点の整備について（意見書）＜平成22年3月12日＞

27 大阪府 無 （社会教育委員会議）

社会教育委員会議提言「学校・家庭・地域をつなぎ、教育コミュニティづくりをさらに進めるために」
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成23年1月＞
社会教育委員会議提言「だれもが独りにならない地域社会をめざして－さらなる多様なつながりに
よる教育コミュニティづくり－」　＜平成27年1月＞

28 兵庫県 有
平成3年度

(平成21より県民生活審議会)

「団塊世代を見据えた県の生涯学習のあり方について－「生涯現役社会」における学び－」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成21年3月＞
「緩やかなつながりにより社会的孤立を防ぐ地域づくり」＜平成23年2月＞
「暮らしの中での“ふるさと”づくり＜一人ひとりが責任と役割を果たせる開かれたコミュニティを目指
して＞」＜平成25年3月＞
「兵庫のふるさとづくり～多様性を包摂し、共感の力で参画と協働の輪を広げる～」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成27年11月＞

29 奈良県 無 (社会教育委員会議) 社会教育委員会議提言「生涯学習振興指針について」＜平成19年＞

30 和歌山県 無 (社会教育委員会議)

「地域をつくる学び合い～新しい公共と社会教育の役割～」「ほっとけやん」と想う気持ちが地域を
つなぐ（報告）＜平成24年6月＞
「すべての子どもの笑顔のために、今、社会教育ができること」（報告）＜平成26年5月＞
「地域の未来を拓く子供を育てるために～地域全体で子供とどう関わるか～」（報告）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成28年8月＞

31 鳥取県 無
（鳥取県教育審議会
生涯学習分科会）

「今後の生涯学習振興施策及びとっとり県民カレッジのあり方（答申）」＜平成27年11月17日＞

32 島根県 無 （島根県総合教育審議会） 「今後を見通した島根県の教育の在り方について」＜平成26年3月26日＞

33 岡山県 有 平成9年度
「社会情勢の変化を踏まえた今後の本県における生涯学習の推進について（答申）－学びを通じて
支え合う自立した地域社会の形成をめざして－」＜平成21年7月23日＞

34 広島県 有 平成13年度

「広島県におけるこれからの生涯学習の振興方策について」（答申）＜平成23年1月31日＞
「新広島県スポーツ振興計画の改訂について」（答申）＜平成23年1月31日＞
「新広島県スポーツ振興計画の改訂について～日本で一番スポーツを身近に楽しめる広島県の
実現～」＜平成26年3月26日＞

35 山口県 無 （社会教育委員の会議）

「学校・家庭・地域の連携による教育力の向上のために」（提言）＜平成23年12月＞
地域の人づくり・絆（きずな）づくりと活力あるコミュニティの形成に向けて（提言）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成25年12月25日＞
家庭教育支援の充実に向けて（提言）＜平成27年12月25日＞

36 徳島県 無 (社会教育委員会議)
「共に支え合う　温もりのある社会を再生するために」
～第56回全国社会教育研究大会徳島大会の研究成果をふまえたこれからの社会教育のあり方に
ついて～（提言）＜平成27年3月31日＞

37 香川県 有 平成7年度 「21世紀を展望した香川県の生涯学習振興方策について」（答申）＜平成9年7月29日＞

38 愛媛県 無 （社会教育委員会議） 「愛媛県生涯学習推進計画(第四次）の策定について」＜平成28年2月＞

39 高知県 有
平成5年度

（現在休止中）
「生涯学習機会の拡充・生涯学習ボランティア活動の推進について」（答申）＜平成7年10月25日＞

40 福岡県 有 平成5年度 「社会の要請に対応する生涯学習の振興について」＜平成22年3月＞

41 佐賀県 有
平成6年度

（現在休止中）
「新しい時代に対応した生涯学習の推進方策について」（答申）＜平成17年3月28日＞
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42 長崎県 有 平成6年度

「生涯学習社会における学社融合の在り方について」～地域における教育力の再生を目指して～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成12年11月13日＞
※上記の答申以降、県生涯学習審議会は開催されていない状況である。
　　（常設ではなく、必要に応じ設置する）
県社会教育委員会がその任期ごとに設定したテーマに沿って研究･協議を重ね、報告書として教育
長あてに提出を行っており、実態として生涯学習審議会と同様の役割を担っている。
＜参考 - 長崎県社会教育委員会報告書、答申＞
　 平成20年7月：官民協働により、温もりと活力のある地域づくりを実現するために、公民館を
                  　  はじめとする諸社会、教育関連施設のあり方を考える －公立公民館を中心に－
　 平成22年7月：子どもを核にした温もりのある地域づくり
　 平成24年7月：高齢者の活力を住民参画の地域づくりに活かす方策
　 平成28年7月：活力ある地域社会づくりに貢献する実践的人材の育成方策

43 熊本県 無 （社会教育委員会議）
社会教育委員会議提言
　・「家庭教育力向上のための具体的方策について」（提言）＜平成21年3月＞
  ・「高齢者の学び」（提言）＜平成25年3月＞

44 大分県 無 （社会教育委員会議）

社会教育委員会議答申等
　・「子どもの『生きる力』をはぐくむ学校教育と社会教育の協働の在り方について」（答申）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成22年9月＞
  ・「家庭教育支援のあり方について」（答申）＜平成25年2月＞
　・「『協育』ネットワークの充実を図るための社会教育行政の推進」（建議）＜平成27年1月＞

45 宮崎県 有 平成5年度
「新しい時代における宮崎県の生涯学習推進方策について」＜平成19年＞
「第二次宮崎県教育振興基本計画」に係る生涯学習の在り方について＜平成23年＞

46 鹿児島県 無
（「かごしま県民大学」

推進協議会）

（協議内容）
（1）学習成果を生かす講座の工夫・開発について
（2）効果的な学習情報提供の工夫について
（3）その他

47 沖縄県 有 平成4年度
「時代の変化に対応する本県生涯学習施策の方向性について～学校・家庭・地域住民等の連携を
通した地域コミュニティづくり～」＜平成23年11月25日＞

48 札幌市 無 （社会教育委員会議）

「地域のつながりと絆をつくる生涯学習・社会教育の役割～市民としてともに生きていくために～」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成23年7月～平成25年6月＞
「学びがつながるまちさっぽろを目指して～生涯学習社会を実現する学習機会提供のあり方～」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成25年7月～平成27年6月＞

49 仙台市 無 （社会教育委員の会議）
「社会教育職員に求められる力量とその育成のあり方について」（報告）＜平成23年10月＞
「仙台市の生涯学習事業の総合的な推進のあり方について」（答申）＜平成25年10月＞
「学校と社会教育施設との連携について」（提言）＜平成27年10月＞

50 さいたま市 無 (社会教育委員会議)
「さいたま市における家庭教育支援のための方策について」＜平成21年9月＞
「第2次さいたま市生涯学習推進計画」の基本方針等について＜平成25年3月＞
「活かせる」「つながる」生涯学習環境の構築に向けた社会教育の役割について＜平成27年9月＞

51 千葉市 有 平成5年度 「第5次千葉市生涯学習推進計画（案）」について＜平成28年2月＞

52 横浜市 無 （社会教育委員会議）
「家庭教育力の向上を目指して」（提言）＜平成22年11月＞
「学校・地域連携の課題と展望について」（提言）＜平成25年11月＞

53 川崎市 無 （社会教育委員会議）

地域に広がる教育力の再発見－川崎における子育て世代への支援－（提言）＜平成24年3月＞
「現代の若者と地域社会のつながり」－川崎の社会教育は何ができるか－（研究報告）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成26年3月＞
「地域をつなぐ拠点としての社会教育施設を求めて－市民館、図書館のあり方を中心に－」
（研究報告）＜平成28年3月＞

54 相模原市 無 （社会教育委員会議）
生涯学習社会における社会教育施設のあり方について（答申）＜平成23年11月＞
公民館の受益者負担の今後の在り方について（建議）＜平成25年5月＞

55 新潟市 無 (社会教育委員会議)

「地域の教育力を高めるために～新潟市の社会教育が今後取り組むべきこと～」（建議）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成24年3月＞
「新潟市の生涯学習の推進に向けて」（報告）＜平成26年3月＞
新潟市の生涯学習のあるべき姿「ともに学び、育ち、創る」～ゆたかな新潟をめざして～（建議）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成28年3月＞

56 静岡市 有
平成20年度

(生涯学習推進審議会)

生涯学習推進計画の見直し＜平成20、21年度＞
生涯学習事業について＜平成22、23年度＞
生涯学習推進大綱の見直し＜平成25年度＞
第2次生涯学習推進大綱の策定＜平成26年度＞

57 浜松市 無 （社会教育委員会） －

58 名古屋市 無
（名古屋市

社会教育委員協議会）

「新しい時代に対応した生涯学習について」（提言）＜平成22年1月＞
「生涯学習センターの今後のあり方について」（提言）＜平成24年10月＞
「生涯学習センターにおける指定管理者制度導入館の検証について」＜平成27年4月＞

59 京都市 無 （社会教育委員会議）

「京都市生涯学習新世紀プラン」の総括と、京都市基本計画「はばたけ未来へ！京（みやこ）プラ
ン」の策定に向けて＜平成22年度＞
「子どもの規範意識を育むためには」京都市子どもの規範意識を育むプロジェクトチームへの提言
＜平成23年度＞

60 大阪市 無 (社会教育委員会議)

「これからの生涯学習の推進に向けて～『生涯学習大阪計画』中間年にあたって～」（提言）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜平成23年9月＞
「新しい大都市制度における生涯学習のあり方について」（意見具申）＜平成25年5月＞
「これからの生涯学習施策のあり方について」（意見具申）＜平成27年3月＞
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◆資料1◆ 　都道府県における生涯学習審議会等の設置状況

設置の
有無

設置年度
(生涯学習審議会の

代替組織名)
最近（5年程度）の答申

都道府県・指定都
市名

61 堺市 無 (社会教育委員会議) －

62 神戸市 無 (社会教育委員会議)
「神戸市生涯学習推進計画について」＜平成23年3月＞
「神戸市生涯学習総合計画について」＜平成26年3月＞

63 岡山市 無 (社会教育委員会議) 「家庭の教育力向上に向けての方策について」（提言）＜平成25年10月＞

64 広島市 無 (社会教育委員会議) －

65 北九州市 無 （社会教育委員会議） 「北九州市生涯学習推進計画の策定について」

66 福岡市 無 （社会教育委員会議） －

67 熊本市 無 (社会教育委員会議) 「熊本市生涯学習指針中間見直しについて」＜平成26年2月＞
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